
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

職業紹介事業者に対する事業停止命令 

及び職業紹介業務改善命令について 

 

大阪労働局長（志村 幸久）は、下記のとおり、職業安定法に基づき、職業紹介事業者

に対して、本日、職業安定法第 32 条の９第２項に基づく職業紹介事業停止命令及び同法

第 48 条の３第１項に基づく業務改善命令を行った。 
 

記 

 
第１ 被処分者 

名     称    別添の一覧表に記載のとおり 

代表者の職氏名   別添の一覧表に記載のとおり 

事業主の所在地   別添の一覧表に記載のとおり 

許可に関する事項    許可年月日 別添の一覧表に記載のとおり 

             許可番号   別添の一覧表に記載のとおり 

 
第２ 処分内容 

職業安定法第 32 条の９第２項に基づく職業紹介事業停止命令 

（職業紹介事業停止命令の内容は第４のとおり） 

職業安定法第 48 条の３第１項に基づく職業紹介業務改善命令 

（職業紹介業務改善命令の内容は第５のとおり） 

 
第３ 処分理由 

別添の一覧表に記載する職業紹介事業者は、 

１ 職業安定法第 32 条の 16 第１項において、事業報告書を提出しなければな

らないとされているのに、令和４年４月１日から令和５年３月 31 日までの期

間について職業安定法施行規則第 24 条の８第１項に規定する提出期限を経

過しているにもかかわらず、これを提出することなく、 

２ これに対する職業安定法第 48 条の２の指導に従うことなく、 

３ また、職業安定法第 50 条第１項に基づき、報告を求めたにもかかわらず、

担  
 

当 
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これを提出することなく、 

職業安定法の規定に違反したこと。 

 

第４ 職業紹介事業停止命令の内容 

  すべての職業紹介事業について、職業安定法第 32 条の 16 第１項の事業報告書が

提出されるまでの間、職業紹介事業を停止すること。 

 

第５ 職業紹介業務改善命令の内容 

  令和４年４月 1 日から令和５年３月 31 日の期間に係る職業安定法第 32 条の 16 第

１項の事業報告書を提出すること。 

 

 
（参  考） 
 

職業安定法（抄） （昭和二十二年法律第百四十一号） 

 

（有料職業紹介事業の許可）  

第三十条  有料の職業紹介事業を行おうとする者は、厚生労働大臣の許可を受けなけ

ればならない。  

２  前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を厚生労働

大臣に提出しなければならない。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二  法人にあつては、その役員の氏名及び住所  

三  有料の職業紹介事業を行う事業所の名称及び所在地  

四  第三十二条の十四の規定により選任する職業紹介責任者の氏名及び住所  

五  その他厚生労働省令で定める事項  

３  前項の申請書には、有料の職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る事業

計画書その他厚生労働省令で定める書類を添付しなければならない。  

４  前項の事業計画書には、厚生労働省令で定めるところにより、有料の職業紹介事

業を行う事業所ごとの当該事業に係る求職者の見込数その他職業紹介に関する事項

を記載しなければならない。  

５  厚生労働大臣は、第一項の許可をしようとするときは、あらかじめ、労働政策審

議会の意見を聴かなければならない。  

６  第一項の許可を受けようとする者は、実費を勘案して厚生労働省令で定める額の

手数料を納付しなければならない。  

 

（許可の取消し等）  

第三十二条の九  厚生労働大臣は、有料職業紹介事業者が次の各号のいずれかに該当

するときは、第三十条第一項の許可を取り消すことができる。 

   一  第三十二条各号（第四号から第七号までを除く。）のいずれかに該当してい

るとき。 

   二  この法律若しくは労働者派遣法（第三章第四節の規定を除く。）の規定又は

これらの規定に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

   三  第三十二条の五第一項の規定により付された許可の条件に違反したとき。 



 
 

２  厚生労働大臣は、有料職業紹介事業者が前項第二号又は第三号に該当するとき

は、期間を定めて当該有料の職業紹介事業の全部又は一部の停止を命ずることができ

る。 

 

（事業報告）  

第三十二条の十六  有料職業紹介事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、有

料の職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る事業報告書を作成し、厚生労働

大臣に提出しなければならない。  

２  前項の事業報告書には、厚生労働省令で定めるところにより、有料の職業紹介事

業を行う事業所ごとの当該事業に係る求職者の数、職業紹介に関する手数料の額そ

の他職業紹介に関する事項を記載しなければならない。  

３（略） 

 

（指導及び助言） 

第四十八条の二 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、

職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業

を行う者、労働者供給事業者及び労働者供給を受けようとする者に対し、その業務の

適正な運営を確保するために必要な指導及び助言をすることができる。 

 

 

（改善命令等） 

第四十八条の三 厚生労働大臣は、職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託

者、募集情報等提供事業を行う者又は労働者供給事業者が、その業務に関しこの法

律の規定又はこれに基づく命令の規定に違反した場合において、当該業務の適正な

運営を確保するために必要があると認めるときは、これらの者に対し、当該業務の

運営を改善するために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

２・３（略） 

（報告及び検査） 

第五十条 行政庁は、この法律を施行するために必要な限度において、厚生労働省令で

定めるところにより、職業紹介事業を行う者（第二十九条第一項の規定により無料

の職業紹介事業を行う場合における特定地方公共団体を除く。）、求人者、労働者

の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者（募集情報等提供事業

を行う場合における地方公共団体を除く。）、労働者供給事業を行う者又は労働者

供給を受けようとする者に対し、必要な事項を報告させることができる。 

２～４（略） 

 

職業安定法施行規則（抄） （昭和二十二年労働省令第十二号） 

（法第三十二条の十六に関する事項） 

第二十四条の八 有料職業紹介事業者は、毎年四月三十日までに、この条の定めるとこ

ろにより、有料の職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る事業報告書を作

成し、厚生労働大臣に提出しなければならない。 

２・３（略） 
 
 



大阪労働局

番号 許可番号 許可年月日 職業紹介事業者の名称 代表者の職氏名 事業主の所在地

1 27-ユ-302152 平成29年6月1日 株式会社ＳｋｉｌｌＭａｔｃｈｉｎｇ 代表取締役　立野　智也 大阪市西区北堀江一丁目6番3号

2 27-ユ-302253 平成29年11月1日 株式会社Ｌｉｂｅｒｔａ 代表取締役　新井　寛明 大阪市中央区南本町三丁目3番25

3 27-ユ-302432 平成30年8月1日 株式会社ＨＥＬＩＯＳ 代表取締役　中田　有哉 大阪市西区西本町一丁目2番1号　AXIS本町ビル10F

4 27-ユ-303655 令和4年4月1日 株式会社アネット 代表取締役　池上　成義 大阪市中央区南船場三丁目11番10号　THEHUB心斎橋002

5 27-ユ-303737 令和4年7月1日 株式会社ＥＤＧＥ 代表取締役　辻谷　淳 大阪市西区江之子島一丁目7-3　奥内阿波座ビル813

6 27-ユ-303899 令和5年1月1日 株式会社丸人商事 代表取締役　佐藤　大翔 大阪市中央区西心斎橋二丁目4番6号　おおきに花月久左衛門町ビル1号405号

対象となる職業紹介事業者一覧表


